
国
民
健
康
保
険
料
を
引
き
下
げ
る
た
め
、
東
京
都
の
財
政
措
置
を
求
め
る
意
見
書
（
案
） 

  

来
年
度
か
ら
の
国
保
財
政
の
都
道
府
県
化
に
向
け
、
十
一
月
二
十
一
日
に
開
か
れ
た
東
京
都
国
民
健
康
保
険
運
営
協
議
会
で

は
、
東
京
都
が
さ
ら
な
る
財
政
負
担
は
し
な
い
と
し
た
た
め
に
、
納
付
金
総
額
は
約
四
千
五
百
八
十
九
億
五
千
万
円
、
加
入
者

一
人
当
た
り
の
国
保
料
額
は
十
五
万
二
千
五
百
十
一
円
と
な
り
、
二
〇
一
六
年
度
の
十
一
万
八
千
百
七
十
二
円
と
比
較
し
て

一
・
三
倍
、
約
三
万
四
千
円
も
の
値
上
げ
が
示
さ
れ
た
。
ま
た
、
渋
谷
区
の
標
準
保
険
料
率
は
、
均
等
割
が
一
万
五
百
五
十
七

円
増
の
七
万
五
千
六
百
五
十
七
円
に
、
所
得
割
が
一
・
六
％
増
の
一
二
・
一
九
％
へ
と
大
幅
な
引
き
上
げ
と
な
っ
て
い
る
。 

 

今
で
さ
え
、
高
過
ぎ
る
国
保
料
の
た
め
に
、
渋
谷
区
で
は
滞
納
率
が
二
七
・
八
二
％
に
も
な
っ
て
い
る
。
こ
れ
以
上
の
保
険

料
の
引
き
上
げ
は
滞
納
者
を
さ
ら
に
増
や
し
、
制
度
の
根
幹
を
揺
る
が
す
こ
と
に
も
つ
な
が
り
か
ね
な
い
。 

国
民
健
康
保
険
法
第
一
条
で
は
、
「
国
民
健
康
保
険
事
業
の
健
全
な
運
営
を
確
保
し
、
も
っ
て
社
会
保
障
及
び
国
民
保
健
の

向
上
に
寄
与
す
る
」
と
し
て
、
社
会
保
障
の
一
環
で
あ
る
こ
と
が
明
記
さ
れ
て
い
る
。
東
京
都
は
、
国
保
の
新
た
な
保
険
者
と

し
て
、
誰
も
が
払
え
る
保
険
料
に
す
る
責
任
が
あ
る
。 

 

よ
っ
て
渋
谷
区
議
会
は
、
国
保
料
負
担
を
引
き
下
げ
る
た
め
、
国
保
財
政
の
運
営
主
体
と
な
る
東
京
都
に
対
し
、
保
険
料
負

担
軽
減
の
た
め
の
独
自
の
財
政
措
置
を
と
る
よ
う
、
強
く
求
め
る
も
の
で
あ
る
。 

以
上
、
地
方
自
治
法
第
九
十
九
条
の
規
定
に
よ
り
、
意
見
書
を
提
出
す
る
。 

 

二
〇
一
七
年
一
二
月 

 
 

日 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

渋
谷
区
議
会
議
長
名 

東
京
都
知
事 

あ
て 


